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求職者が安心して求職活動を行うことができる環境の

整備と、マッチング機能の質の向上を目的とした改正職

業安定法が 10 月から施行されました。求人企業向けと

しては、「求人などに関する情報の的確な表示義務化」

や「個人情報の取り扱いルールの整備」が主な改正内容

とされています。 

 

本稿では、求人票の記載内容と実際の労働条件が相違していることに関する厚生労働省の調査

結果をご案内するとともに、労働者募集ルールに関する改正内容を概説します。 

 

１．実際の労働条件との相違に係る申出件数等の実態 

 

 厚生労働省では、ハローワークにおける求人票の記載内容と、実際の労働条件との相違について

の申出等の件数を毎年公表しています。令和2年度以前5年間における申出等の件数推移は下表の

通りです。直近の令和2年度は4,211件で、前年度5,778件に比べ減少しています。新規求人件数の

減少割合より大きく減ってはおりますが、いまだ相違している企業が一定数存在していることが確認

できます。 

 

 また同調査によれば、内容別件数では、「賃金に関すること」が1,114件（27％）で、全体の3割弱

を占める結果となっています。例えば、求人票は「基本給22万円」と記載されていたにもかかわらず、

実際の労働条件は「基本給18万円+○○手当4万円」であり、その手当が固定残業代であるというも

のがその典型とされています。 
 

 
※厚生労働省「ハローワークの求人票と実際が異なる旨の申出等」 
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２．変更となる労働者募集のルール 

 

１．求人等に関する情報の的確な表示の義務化 

①求人情報や②自社に関する情報の的確な表示が義務付けられます 

・虚偽の表示・誤解を生じさせる表示はしてはなりません 

・求人情報を正確・最新の内容に保たなければなりません 

 

※正確かつ最新の内容に保つ義務…以下の措置を行うなど、求人情報を正確・最新の内容に保たな

ければなりません 

・募集を終了・内容変更したら、速やかに求人情報の提供を終了・内容を変更する 

・求人メディア等の募集情報等提供事業者を活用している場合は、募集の終了や内容変更を反映する

よう依頼する 

・いつの時点の求人情報かを明らかにする 

・求人メディア等の募集情報等提供事業者から、求人情報の訂正・変更を依頼された場合には、速や

かに対応する 

２．個人情報の取り扱いに関するルールの整備 

求職者の個人情報を収集する際には、求職者等が一般的かつ合理的に想定できる程度に具体的に、

個人情報を収集・使用・保管する業務の目的を、ウェブサイトに掲載するなどして、明らかにしなくては

なりません 

 

 

3. 虚偽・誤解の具体例 

虚偽の表示・誤解を生じさせる表示とはどのような表示を指すのでしょうか。 

本文中に記載している固定残業代の記載例のほか、厚生労働省のリーフレットでは、以下のようなこ

とが例として挙げられています。 

 

 

 

4．さいごに 

 

今回の法改正では「虚偽の表示等を繰り返すような悪質な事業者に対しては立ち入り検査や助言、

指導、改善命令等の措置を躊躇なく実施すること」との附帯決議がなされており、求職者保護につい

て今後実効性を高めていく方向性であることが見て取れます。 

過去の求人票のままで、現状と相違している内容が掲載されていないかなども含めて、求職者が

安心して応募できるようにするという観点から、自社の採用活動全体を改めて見直してみてはいかが

でしょうか。 

 

業務内容：職種や業種について、実際の業務の内容と著しく乖離する名称を用いること 

× 営業職中心の業務を「事務職」と表示する 
× 契約社員の募集を「試用期間中は契約社員」など、正社員の募集であるかのように表示する 

募集者の氏名または名称：求人企業とグループ企業が混同されるような表示をすること 
× Ａ社のグループ会社Ｂ社の求人を「Ａ社は高度な IT エンジニアのスキルを持った方を必要としてい
ます」と表示 

モデル収入例：必ず支払われる基本給のように表示すること。 × 【給与】400 万円～【モデル給与】

1000 万円～ 
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 厚生労働省は今年 7 月、「令和 3 年度雇用均等基本調査」の結果を取りまとめ、公表しました。 

本稿では、公表された「令和 3 年度雇用均等基本調査」の概要を紹介するとともに、関連して「改正

女性活躍推進法」に基づき義務化される情報公表などの内容をお伝えします。 

 

１．令和 3 年度雇用均等基本調査 

 

「雇用均等基本調査」は、男女の均等な取り扱いや仕事と家庭の両立などに関する雇用管理の実

態把握を目的に、全国の企業と事業所を対象に毎年実施されている調査です。ここでは、令和 3 年

10 月 1 日時点での状況を調査した結果の一部をご紹介します。 

 

 

【企業調査】 正社員・正職員の採用状況 

 

令和3年春卒業の新規学卒者を採用した企業割合は21.3％と、前回調査（令和2年度20.6％）に

比べ0.7ポイント上昇しました。採用した企業について採用区分ごとにみると、総合職については「男

女とも採用」した企業の割合が45.2％と最も高く、次いで「男性のみ採用」が41.8％となっていま

す。限定総合職では「男性のみ採用」が49.6％と最も高く、「男女とも採用」は25.6％、「女性のみ

採用」は24.8%となっています。一方、一般職では「男性のみ採用」が35.2％、「女性のみ採用」が

32.7％となっており、採用状況にあまり差はみられませんでした。 

 

【事業所調査】 育児休業取得者の割合 

 

育児休業取得者の割合は、女性が85.1％（令和2年度81.6％）、男性が13.97％（同12.65％）とな

っています。また、有期契約労働者の育児休業取得者の割合は、女性が68.6％（令和2年度2.5％）

男性が14.21％（同11.81％）となっています。 

 

【企業調査】 管理職に占める女性の割合 

 

 管理職に占める女性の割合は、部長相当職では7.8％（令和2年度8.4％）、課長相当職では

10.7％（同10.8％）、係長相当職では18.8％（同18.7％）となりました。規模別にみると、いずれの管

理職割合においても10～29人規模が最も高く、部長相当職の女性管理職割合が14.0％、課長相当

職が18.2％、係長相当職が23.8％となっています。 

 

２．女性の活躍に関する情報公表の義務化 

 

今年の4月から「改正女性活躍推進法」に基づく一般事業主行動計画の策定・届出と情報公表

が、101人以上300人以下の企業にも義務化されました。前項のような自社の女性の活躍に関する

状況について、次の項目から1項目以上選択し、求職者等が簡単に閲覧できるように情報公表するこ

とが必要とされています。 

 

 

 

 

 

2. 女性活躍 女性の活躍に関する情報公表 
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発行元：石田労務管理事務所 

発行人：石田久男 

発行日：月１回＋不定期 

 

① 女性労働者に対する職業生活に関する機

会の提供 

② 職業生活と家庭生活との両立に資する雇用環

境の整備 

・採用した労働者に占める女性労働者の割合 

・男女別の採用における競争倍率 

・労働者に占める女性労働者の割合 

・係長級にある者に占める女性労働者の割合 

・管理職に占める女性労働者の割合 

・役員に占める女性の割合 

・男女別の職種または雇用形態の転換実績 

・男女別の再雇用または中途採用の実績 

・男女の平均継続勤務年数の差異 

・10事業年度前およびその前後の事業年度に採用

された 

労働者の男女別の継続雇用割合 

・男女別の育児休業取得率 

・労働者の一月当たりの平均残業時間 

・雇用管理区分ごとの労働者の一月当たりの平均

残業時間 

・有給休暇取得率 

・雇用管理区分ごとの有給休暇取得率 

※ 厚生労働省リーフレット「令和4年４月１日から女性活躍推進法に基づく行動計画の策定・届出、

情報公表が101人以上300人以下の中小企業にも義務化されます」（令和4年１月） 

 

 

 

３．さいごに 

 

情報公表が義務化された企業規模は101人以上とされていますが、100人以下の企業でも、女性

活躍・両立支援に積極的に取り組み、ポジティブな結果を得ている企業もあります。 

厚生労働省が紹介している好事例集では、「男性中心の営業部門における女性の積極的採用」と「働

きやすい職場づくり」に取り組んだ、ガスサービス業の会社の事例が掲載されています。 

 

本企業は、昼休みを含め3時間まで中抜けできる中抜け休憩制度や子どもを連れた出勤を可能に

し、子育てによる離職への対策にも取り組みました。ホームページを見ると、平均残業時間や男女

比、女性活躍や子育てに関する状況を公表しており、その効果もあってか女性の応募者も増えている

とのことです。 

 

これから企業の現状について積極的に情報を発信していくことは、従業員の採用に際してより重要

な要素となっていくことでしょう。この事例を参考にして、企業規模に関わらない情報公表を考えてみ

るきっかけとしていただければ幸いです。 

 

 

 

 

 

 
 

意見・ご質問は、お気軽にお問い合わせください。 

次号は 10 月 31 日に配信いたします。（石田久男） 

 

 
〒107-0061 東京都港区北青山2-10-17 ＳＯＨＯ北青山 103号 

[電話] 03-5410-0789 [FAX] 03-5410-0790 

 

http://www.ishidalmo.com/index.html 


